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井
戸
兵
庫
県
知
事
と 

 
 
 
 

矢
田
神
戸
市
長
に
要
請 

①
川
崎
重
工
業
株
式
会
社
に
対
し
、
今
回
の
請
負
・

派
遣
事
業
者
へ
の
単
価
引
き
下
げ
分
を
元
に
戻

す
よ
う
求
め
る
こ
と
。 

②
予
定
し
て
い
る
下
請
業
者
へ
の
単
価
引
き
下
げ

や
、
社
外
工
解
雇
計
画
は
や
め

る
よ
う
求
め
る
こ
と
。 

③
下
請
事
業
者
や
労
働
者
の
不

利
益
を
強
要
す
る
こ
と
の
な
い

よ
う
法
令
順
守
を
求
め
る
こ

と
。 

５
月
28
日
（
月
）
、
坂
出
工
場
に
お
い
て
、
夜
中
に
一
人
で
鋼
製
パ
イ
プ
内
面
の

ブ
ラ
ス
ト
（
除
錆
）作
業
に
従
事
し
て
い
た
方
が
、
装
置
の
ト
ラ
ブ
ル
復
旧
作
業
中

に
、
ノ
ズ
ル
部
の
回
転
に
巻
き
込
ま
れ
尊
い
命
を
失
い
ま
し
た
。 

故
人
に
対
し
謹
ん
で
哀
悼
の
意
を
表
す
る
と
と
も
に
、
ご
遺
族
の
方
々
に
心
か

ら
お
悔
や
み
申
し
あ
げ
ま
す
。 

そ
ば
に
誰
か
が
お
れ
ば
助
け
ら
れ
た
命
だ
っ
た 

原
因
の
徹
底
究
明
に
あ
た
っ
て
は
、
個
人
責
任
の
追
及
で
は
な
く
、
２
０
０
７
年

の
ク
レ
ー
ン
倒
壊
事
故
の
再
発
防
止
策
と
し
て
、
「安
全
を
経
営
の
最
優
先
課
題

と
し
て
企
業
運
営
を
行
う
」の
会
社
方
針
が
、
実
際
の
業
務
に
貫
か
れ
て
い
た
の

か
を
厳
し
く
検
証
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

す
べ
て
の
「孤
立
作
業
」を
調
査
し
、
解
消
の
対
策
を 

今
回
の
重
大
災
害
は
、
そ
ば
に
誰
か
が
お
れ
ば
防
げ
た
は
ず
で
す
。
こ
の
よ
う

な
悲
惨
な
結
果
の
根
底
に
は
「孤
立
作
業
」が
あ
り
ま
す
。 

私
た
ち
は
、
会
社
に
対
し
て
、
た
だ
ち
に
現
在
行
わ
れ
て
い
る
「孤
立
作
業
」の

す
べ
て
を
調
査
し
、
そ
の
一
つ
ひ
と
つ
に
つ
い
て
解
消
す
る
た
め
の
対
策
を
図
る
よ

う
求
め
ま
す
。 

労働者は「コストではなく財産」、企業活力の源泉 

川
重
・船
舶
海
洋
カ
ン
パ
ニ
ー 

下
請
単
価
引
き
下
げ
の
問
題
で
行
政
に
要
請 

川
重
船
舶
海
洋
カ
ン
パ
ニ
ー
は
、
請
負
・派
遣
業

者
に
対
し
、
４
月
か
ら
単
価
を
最
大
で
10
％
引
き

下
げ
を
強
行
し
ま
し
た
。 

さ
ら
に
、
外
注
業
者
の
単
価
引
き
下
げ
や
社
外

工
の
大
規
模
な
切
り
捨
て
な
ど
が
計
画
さ
れ
て
い

ま
す
。 

６
月
に
、
日
本
共
産
党
兵
庫
県
委
員
会
と
日
本

共
産
党
川
崎
重
工
委
員
会
ら
が
、
兵
庫
県
と
神
戸

市
、
公
正
取
引
委
員
会
の
各
行
政
に
下
請
単
価
引

き
下
げ
問
題
に
つ
い
て
要
請
を
行
い
ま
し
た
。 

公
正
取
引
委
員
会
に
要
請 

①
本
件
に
つ
い
て
事
実
と
実
態
を
調
査
す
る
こ
と
。 

②
「
下
請
法
」
「
下
請
代
金
法
」
「
下
請
振
興
法
」

等
関
連
法
の
立
法
精
神
お
よ
び
条
項
に
照
ら
し
、

必
要
な
対
応
を
行
う
こ
と
。 

③
今
後
、
下
請
事
業
者
や
労
働
者
の
不
利
益
を
強
要

す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、法
令
順
守
を
強
く
指
導

す
る
こ
と
。 

 

日
本
共
産
党
川
崎
重
工
委
員
会
は
、
本
件

に
関
し
川
重
本
社
に
面
会
を
求
め
ま
し
た

が
、
川
重
は
拒
否
し
ま
し
た
。
や
む
を
得
ず

「申
し
入
れ
書
」（裏
面
）を
郵
送
し
ま
し
た
。 

坂
出
工
場
で
死
亡
災
害
発
生 

【外
注
業
者
の
声
】 

「川
重
か
ら
従
来
の
25
％
カ
ッ
ト
で
お
願
い
し
た
い

と
言
わ
れ
た
。
ま
と
も
に
聞
い
た
ら
、
と
て
も
会

社
の
存
続
が
で
き
な
い
」 

「材
料
を
入
れ
て
も
ら
っ
て
い
る
メ
ー
カ
ー
に
25
％

も
下
げ
ろ
と
は
言
え
な
い
。
う
ち
で
雇
っ
て
い
る

職
人
に
ち
ょ
っ
と
休
ん
で
く
れ
と
言
う
し
か
な
い
」 
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請負・派遣単価の引き下げ等の撤回を求める申し入れ 
 

失業率の高止まりの中で、自動車や電機などの大手製造業は、大規模なリストラや海外移

転、下請業者の「単価たたき」などに走っています。これら利潤第一主義の横暴が国内需要

をさらに減少させ、日本経済をいよいよ厳しい状況に追い込んでいます。いま大企業には、

社会の一員として雇用を守るとともに、下請け業者や地域経済などに対する社会的責任が厳

しく問われています。 

そのような中で、貴社の船舶海洋カンパニーは、業績悪化を理由に関連する請負・派遣業

者に対し、4月から単価を最大で10％引き下げるよう要請し、すでに強行しています。さら

に、10月からの20％の引き下げや、外注業者の単価引き下げ、社外工の切り捨てなどを予定

しているとの情報もあります。 

これは、関連する下請事業者とそこで働く労働者の経営と生活を脅かし、地域経済に深刻

な影響を与えるもので、大企業としての社会的責任を放棄するものといわなければなりませ

ん。また、「優越的地位の濫用」の禁止や「下請中小企業の振興」を定める法令に照らして

もきわめて問題です。しかも、川崎重工全体としては、2011年度の経常利益の見通しが636

億円、株主に対しては１株当たり昨年より2円も多い5円の配当を予定しており、体力は十分

あり社会的にも理解を得られるものではありません。 

労働者や下請事業者に犠牲を転嫁するだけでは、経営責任は果たせません。貴社が『ＣＳ

Ｒ報告書2011』で「『人材』を、財産（宝）という意味を込めて『人財』と表現」すると述

べているように、請負や派遣の労働者も含めて人財を大切にしてこそ、技術・技能の限りな

い進歩が可能となり、企業の健全な発展も約束されるでしょう。 

以上のことを踏まえ、次のことを強く求めるものです。 

 

 

                              記 

 

１． 請負・派遣業者に対する単価の引き下げを撤回し、元の単価に戻すこと。 

２． 予定している外注業者への単価引き下げや社外工の切り捨て計画をやめること。 

３． 請負・派遣業者や外注業者に対し経済上の不利益を強要しないこと。 

 

以 上 

生活とものづくりを破壊する消費税大増税は許さない！  

６月２６日、民主･自民･公明の３党は、消費税率を１０％に引き上げ、社会保障の大

改悪を押しつける「一体改革」関連法案を、衆議院本会議で強行採決しました。国民の

５～６割が増税に反対している中での強行採決は、民意に背くものであるとともに、

「４年間は消費税率を上げない」とした、公約に対する明らかな裏切り行為です。 

たたかいはこれからです。日本共産党は、参議院での徹底審議をつうじて廃案に追い

込むために全力をつくします。「増税談合」勢力を大きな世論でつつみ、さらに孤立さ

せていきましょう。 


